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序 文 

 

国際協力機構は、エルサルバドル国政府からの技術協力の要請を受け、エルサル

バドル沿岸湖沼域養殖開発計画を平成１３年３月から３年間にわたり実施してきまし

た。 

国際協力事業団（当時）は、本計画の協力実績の把握と協力効果の測定を行うこと

を目的として、平成１５年８月１７日から９月６日まで、 森林・自然環境協力部  水産環

境協力課長 勝山 潔志を団長とする終了時評価調査団をエルサルバドル国に派遣

しました。 

調査団は、エルサルバドル国政府関係者と共同で本計画の評価を行うとともに、プ

ロジェクトサイトでの現地調査を実施し、成果の確認を行いました。そして、帰国後の

国内作業を経て調査結果を本報告書にまとめました。 

この報告書が、今後の協力の更なる発展のための指針になるとともに、本計画によ

って達成された成果がエルサルバドル国の発展に資することを期待します。 

終わりに、プロジェクトの実施にご協力とご支援をくださった両国関係者の皆様に対

し、心から感謝の意を表します。 

 

平成１６年３月 

独立行政法人 

国際協力機構 

理事 鈴木 信毅 





評価調査結果要約表 

 
１. 案件の概要 

国名：エルサルバドル 案件名：沿岸湖沼域養殖開発計画 

分野：水産 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：森林自然部 水産課 協力金額（評価時点）：3億 6,200 万円 

(R/D): 2001 年 3 月 1 日～ 先方関係機関：農牧省水産開発総局 

    2004 年 2 月 29 日 日本側協力機関：農林水産省（水産庁） 

 

 

協力期間  他の関連協力：開調「零細漁業振興計画」 

１-１ 協力の背景と概要 
本プロジェクトは、エ国において内戦中に増大した零細漁民の生計向上に向けて、彼/
彼女らが主な生計手段のひとつとして採取している「アカガイ」と「カキ」を対象に、
養殖技術を開発すると共に、養殖に関する経験を一切持たないエ国水産開発総局（以下、
水産総局）の生物系技術研究者に対して、貝類養殖に必要となる様々な知見や技術を移
転することを企図したものである。 
１-２協力内容 
（１）スーパーゴール： ヒキリスコ湾岸のコミュニティーで、アカガイ、ローカルカキ、

導入カキの生産が増大する。 
（２）上位目標：アカガイ、ローカルカキ、導入カキの基礎的な養殖技術がヒキリスコ

湾において実証される。 
（３）プロジェクト目標：貝類養殖に関する水産総局の技術能力が向上する。 
（４）成果：  

1）水産総局トリウンフォ支局（CPT）の施設が改善され、組織運営体制が確立する。 
2）沿岸湖沼域のアカガイとローカルカキの基礎的な生物学的、生態的状況が明確に 
なる。 
3）CPT の実験室とフィールドにおいてアカガイとローカルカキの基礎的な種苗生産 
技術が確立される。 
4）CPT において、アカガイ、ローカルカキと導入種カキの基礎的な養殖技術が確立 
される。 
5）カウンターパートの養殖技術と研究開発能力が向上する。 
6）ヒキリスコ湾周辺域のモデル・コミュニティーで基礎的な養殖技術が試され、普 
及される。 

（４）投入（評価時点） 
 日本側： 
  長期専門家派遣      4 名 機材供与               5,700 万円 
  短期専門家派遣      9 名 ローカルコスト負担   3,700 万円 
  研修員受入        5 名  
 相手国側： 
  カウンターパート配置   5 名 機材購入        3,400 米ドル 
  土地・施設提供       9 名 ローカルコスト負担      60 万米ドル 
   
 ２. 評価調査団の概要 
調査者 総 括：   勝山 潔志 国際協力事業団 森林・自然環境協力部水産環境協力課長

貝類養殖：石岡 宏子  元 独立行政法人 水産総合研究センター研究情報官 

評価分析：東野 英昭 （株）レックス・インターナショナル コンサルタント 

計画評価：神内 圭   国際協力事業団 森林・自然環境協力部水産環境協力課 

調査期間  2003 年 8 月 17 日〜2003 年 9 月 6 日 評価種類：終了時評価 



３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

（１）投入 

日本側の投入は総体的に量、質、時期ともに概ね適切であった。 

 エ国側のプロジェクト運営予算は、量は満足できるレベルであったものの、執行時期 

が遅れがちであった。 

（２）成果 

プロジェクト期間が比較的短期間であったこと、カウンターパートが養殖技術の未経

験者であったこと、基礎的環境データが蓄積されていなかったことなどの制約要因の中

で、基礎的環境調査および二枚貝の基礎的養殖技術の開発に関する活動において、技術

移転が一定の水準まで進められた。しかしながら、アカガイ、カキの試験養殖など、今

後解決すべき課題も多い。 

（３）プロジェクト目標 

 プロジェクト目標である「アカガイ、カキ養殖に関する水産総局の技術能力の向上」

は、技術カウンターパートの知識・技能の向上を通じて達成されつつある。プロジェク

ト開始後２年半を経て、技術カウンターパートはラボラトリーおよびフィールドの定型

作業を独自に実施可能な技術力を身に付けた。指標のうち、技術報告書は２編が作成済

みであり、残り３編はプロジェクト終了時までに作成される見込みである。 

（４）上位目標 

 現時点では、二枚貝養殖の技術の確立と、普及のための組織化が不十分なために、上

位目標が達成されるには、ある程度の期間が必要と判断される。 

 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

 プロジェクトの妥当性は、終了時評価調査の時点においても高いものと判断する。 

 エ国に於ける貝類養殖技術の導入は、二枚貝の天然資源の減少、漁業の生産性の低さ

に対する有効な対応策であり、プロジェクトの実施は、同国の関連政策、実施機関の方

針、住民の意向に沿っている。 

（２）有効性 

プロジェクトの有効性は、中程度と判断する。カウンターパートの能力向上は認めら

れる。ただし、二枚貝の養殖技術開発を実際に担っていくには、まだ時間と経験の蓄積

が必要である。プロジェクトの有効性は、今後、導入ガキの試験養殖とアカガイの天然

採苗の実施を通じて、高まっていくと期待される。 

（３）効率性 

 プロジェクトの効率性は、全体として中程度である。 

 日本側の投入は、量、質、時期とも概ね適切であり、成果の発現に直接的に結びつい

ている。エ国側の投入については、水産総局の予算措置に最大限の努力が認められる。

しかし、適時を逸した予算執行が散見され、本プロジェクトの進捗に影響を及ぼした。 



（４）インパクト 

 現時点では、上位目標の達成にはある程度の期間が必要と判断されるが、漁民、漁業

組合、食品産業、水産総局はじめ政府関係機関に対する正のインパクトが確認され、一

部は政策・施策の改善につながり始めている。技術力は向上しているものの、今後、技

術開発を独力で進めて、地域コミュニティーに普及を展開していく水準には達していな

い。 

（５）自立発展性 

 自立発展性の確立は現時点では十分とはいえない。日本側の協力の終了後にプロジェ

クト活動費を水産総局が十分確保できるかどうかが不透明である。カウンターパートの

技術能力は向上しているものの、今後技術開発を進め、地域の漁民グループに技術普及

を展開していく水準には十分達していない。したがって、自立発展性を期待できる水準

に導くためには、引き続き日本等の支援、協力が必要と判断される。 

 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）実施プロセスに関すること 

 養殖未経験者のカウンターパート５名が、プロジェクト期間２年半を経て一定の理

解と技術水準に達したことは、特に現場で対応した専門家の粘り強い忍耐と取り組みに

負うところが多い。また、本プロジェクト実施の有効性を示すものと考える。 

 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

熱帯水域におけるアカガイ、カキの浮遊幼生・稚貝の天然採苗については世界的にも

実用的な成功例が少ない。この挑戦的な課題に対して、プロジェクト開始時点において、

大部分の関係者にやや楽観的な見通しがあったことにより、目標設定が高くなった。 

（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクトの管理・技術両部門間の連絡調整方法の確立が図られた。しかし、十分

に整理されなかった点も見受けられた。また、実証試験現場における貝類の盗難問題は、

監視体制の強化他によって対策を実行したが、活動の進捗を著しく阻害した。 

 

３-５ 結論 

プロジェクトの活動による、将来の養殖業の展開に向けた実用的な技術開発は、未だ

不透明な状況にある。しかし、基盤整備の遅れ、予算措置の遅れ、天然採苗の難航など

により、プロジェクト開始後２年半を経た現時点で、種苗生産などの基礎的な部分につ

いて、将来の方向性が見え始めている。また、当初は全くの未経験者であったカウンタ

ーパートの過半数が、基本的な技術に慣れ、目的意識を持ち始めており、プロジェクト

残存期間（約半年間）において、特にカキの試験的いかだ棚養殖、アカガイの効率的な

天然採集苗について進展が期待される。 

このため、今次評価においては「プロジェクト期間終了後の協力の可能性・あり方に

ついて日エ双方で話し合いを継続すべき」との結論に至った。 

 



３-６ 提言 

（１） 水産総局はプロジェクト活動に必要十分な予算を継続的に措置し、適時に執行す

るべく努力すべきである。水産総局は、将来的に、種苗や養殖生産物の販売など

の自己収入創出を検討すべきである。 

（２） 今後の技術開発は、種苗生産・養殖技術の確立、海洋環境モニタリング（生産適

地選定のためのクロロフィル量・流況を含む）を中心に進めるべきである。技術

カウンターパートに対する助手の配置が望まれる。 

（３） 今後とも、社会経済調査を進展させ、カキ試験養殖、アカガイの天然採苗と蓄養

に関する実証試験においても、コミュニティーの参加を得ることにより、意欲を

持つモデル・コミュニティーにおいて、収益性のある養殖活動につなげていくべ

きである。 

（４） 今後とも、貝類（アカガイ、カキ以外の有用種も含む）の市場情報を収集し、消

費および市場拡大策を進めるべきである。 

（５） 残された協力期間中、プロジェクト活動は次の項目を中心とすべきである。 

1） 導入カキの試験養殖、コミュニティー参加によるアカガイの天然採苗の開始 
2） 養殖カキ、養殖アカガイの生産コスト（種苗生産コストを含む）の明確化 
3）コミュニティー参加を促進するための、地域住民とのコミュニケーション強化 

 

３-７ 教訓 

（１）プロジェクトの活動場所が地理的に分かれる場合には、通常のプロジェクトに増

して、連絡調整体制の確立と情報共有に努めるとともに、受入国側の運営管理に関する

主体性を高めていくことが重要である。 

（２）熱帯・亜熱帯水域において、天然採苗方式による貝類養殖プロジェクトを実施す

る場合には、対象水域の基礎生産のレベル、浮遊幼生の季節的な集中度合いについて、

事前に一定レベルの情報・知見を得ておくことが重要である。これらの条件によって、

技術的な取り組み方法を変更する必要がある。 

（３）短期専門家の業務が自然環境の季節変化と連動する場合には、投入時期が成果に

大きな影響を与えることから、最適時期の派遣となるように、派遣計画の策定・人選手

続きなどを前広に進めていくことが重要である。 

（４）技術協力プロジェクトの実証試験現場における盗難問題は、活動の進捗を著しく

阻害する。監視体制の強化にも限界があることから、プロジェクト活動に関する広報活

動を積極的に進めるとともに、サイトの近隣において協力的なコミュニティーを確保し

てプロジェクト活動に協力・参加を求めていくことが重要である。 
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 1

第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１. 調査団派遣の経緯と目的 

（１）背景・経緯 

エルサルバドル国（以下、エ国）太平洋側東部沿岸域のフォンセカ湾、ヒキリスコ湖沼で

は、高い国内需要に支えられ、従来から生食用として天然のカキ、赤貝の採集が行われ

てきた。 

しかし近年、採捕量の増加による資源の枯渇は顕著であり、エ国内消費の一部は隣国

ニカラグアから輸入している。貝類採捕には女性も多く従事しており、労働時間の延長、

収入の減少、子供の就学率の低下など、社会・経済的な問題も指摘されている。このため、

貝類養殖技術の開発と導入及び効率的な養殖技術の普及により、零細漁民の直面して

いる社会・経済的な問題を早急に解決するため、エ国政府は我が国にプロジェクト方式

技術協力を要請してきた。 

 これを受け、我が国は 2000 年 8 月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Ｒ/Ｄ）の

署名を行い、2001 年 3 月より 3 年間にわたる協力を開始した。 

 本プロジェクトは長期専門家４名（リーダー/漁民組織調査、赤貝養殖、カキ養殖、業務

調整）体制で実施されている。 
 

（２）評価調査の目的 

 本評価調査は、プロジェクト協力期間が 2004 年 2 月 29 日をもって終了するにあたり、

活動実績・技術移転状況等の評価、および協力期間終了後の対応検討を目的として、下

記の調査方針に沿って実施した。 

1)本調査では、プロジェクト終了時評価をエ国側と合同で実施する。 

2)当初計画に対する日・エ側の投入実績、活動実施状況、成果の達成状況、プロジェクト

目標達成状況等の計画達成度を把握し、DAC 評価５項目（妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、自立発展性）に則して評価分析を行う。 

3)評価結果に基づき、協力期間終了後に必要な措置の検討およびエ国側との協議を行

う。 

4)評価・協議結果を合同評価報告書（ミニッツ）として取り纏め、エ国側と署名を行う。 

 

１-２. 調査団の構成 

(1) 勝山 潔志 （総括）  国際協力事業団 森林・自然環境協力部水産環境協力課 課長 

(2) 石岡 宏子  (貝類養殖) 元 独立行政法人 水産総合研究センター研究情報官 

(3) 東野 英昭 （評価分析） （株）レックス・インターナショナル コンサルタント 

(4) 神内 圭   （計画評価）  国際協力事業団 森林・自然環境協力部水産環境協力課   
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１－３.調査期間 

平成１５年８月１７日から９月６日まで２１日間。調査日程は別添資料１、主要面談者は別

添資料２を参照願いたい。 

 

 

１-４. 対象プロジェクトの概要 

 

本プロジェクトは、エ国において内戦中に増大した零細漁民の生計向上に向けて、彼/

彼女らが主な生計手段のひとつとして採捕している「アカガイ」と「カキ」を対象に基礎的な

種苗生産及び養殖技術を開発すると共に、養殖に関する経験を持たないエ国水産開発

総局（以下、水産総局）の生物系技術研究者に対して貝類養殖に必要となる様々な知見

や技術を移転することを企図したものである。 

プロジェクトの概要は次のとおりである。 
 
協力期間：  2001 年 03 月１日～2004 年 02 月 29 日（３年間） 

相手国実施機関： 農牧省水産開発総局（Central Directrate of Fishery Development=CENDEPESCA） 
プロジェクト・サイト：  ウスルタン県トリウンフォ市 （サン・サルヴァドル市の東約 160km） 

  水産総局 トリウンフォ支局 (CENDEPESCA Puerto Triunfo:CPT) 

 

スーパーゴール： ヒキリスコ湾岸のコミュニティーで、アカガイ、ローカルカキ、導入カキの生産が増大 

  する。 

上位目標：  アカガイ、ローカルカキ、導入カキの基礎的な養殖技術がヒキリスコ湾において実 

  証される。 

プロジェクト目標： 貝類養殖に関する水産総局の技術能力が向上する。 

 

成果：  

（1）CPT の施設が改善され、組織運営体制が確立する。 

（2）沿岸湖沼域のアカガイとローカルカキの基礎的な生物学的、生態的状況が明確になる。 

（3）CPT の実験室とフィールドにおいてアカガイとローカルカキの基礎的な種苗生産技術が確立される。 

（4）CPT において、アカガイ、ローカルカキと導入種カキの基礎的な養殖技術が確立される。 

（5）カウンターパートの養殖技術と研究開発能力が向上する。 

（6）ヒキリスコ湾周辺域のモデル・コミュニティーで基礎的な養殖技術が試行され、普及される。 

 

活動：  

（0-1）プロジェクトのモニタリング体制（組織）を確立する。 

（0-2）プロジェクト進捗確認会議を定期的に開催する。 

（1-1）CPT 施設を改善する。 

（1-2）ウエット・ラボラトリーを建設する。 

（1-3）実験室用機材を整備する。 

（2-1）ヒキリスコ湾の環境モニタリングを実施する。 

（2-2）アカガイとローカルカキの初期生活史に関する生物学的調査を行う。 

（2-3）アカガイとローカルカキの成長に関する生物学的調査を行う。 

（3-1）基礎的な種苗生産技術を CPT において確立する。 

（3-2）実験室レベルでアカガイとローカルカキの種苗を生産する。 
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（4-1）アカガイ、ローカルカキ、導入カキの養殖方法を調査する。 

（4-2）アカガイ、ローカルカキ、導入カキの垂下法による養殖試験を行う。 

（4-3）アカガイの地蒔き法による養殖試験を行う。 

（5-1）養殖施設の設計と施工管理を指導する。 

（5-2）理化学機器および資機材の設置、取り扱い、保守方法を指導する。 

（5-3）沿岸湖沼域における環境モニタリングを指導する。 

（5-4）アカガイとカキの生物学的調査を指導する。 

（5-5）調査報告書および研究論文の作成方法を指導する。 

（5-6）アカガイ、カキ養殖の OJT を行う。 

（5-7）アカガイ、カキ養殖の普及手法を指導する。 

（5-8）貝類資源管理手法を指導する。 

（5-9）市場流通調査手法を指導する。 

（6-1）貝類養殖のモデル・コミュニティーを選定する。 

（6-2）モデル・コミュニティーに貝類養殖試験場を設定する。 

（6-3）アカガイ、ローカルカキ、導入カキの試験養殖を実施する。 

（6-4）アカガイ、ローカルカキ、導入カキ養殖のハンドブックを作成する。 

（6-5）モデル・コミュニティーの社会経済調査を行う。 

（6-6）モデル・コミュニティーで貝類資源管理に関するワークショップを開催する。 

（6-7）モデル・コミュニティーで貝類市場流通調査を行う。 

（6-8）モデル・コミュニティーで貝類市場流通に関するワークショップを開催する。 

（6-9）貝類養殖に関するセミナーを開催する。 

 

日本側投入 

長期専門家： ４名 （リーダー/漁民組織調査、業務調整、赤貝養殖、カキ養殖） 

短期専門家：   漁村組織、市場流通など必要に応じて派遣 

研修員受入、機材供与  

エルサルバドル側投入 

人員： 管理部門（プロジェクト・ディレクター、プロジェクト・マネージャー） 

技術部門（アカガイ生物学、カキ生物学、コミュニティー開発、他の短期専門家対応分野） 

支援要員（秘書、運転手、その他） 

施設、機材、ローカルコスト 

関連協力： 開発調査「零細漁業開発計画調査」（2000 年 8 月～2002 年 9 月） 
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第２章 終了時評価の方法 

 

２-１. 評価用PDM（Project Design Matrix） 

 

 終了時評価には、中間評価時に作成したPDMを基にして作成した評価用PDM(以下、

PDMe)を用いた。投入量など、最新の情報・データを補足した内容となっているが、実質

的な内容には変更がない。PDMe（英文）は別添資料４（ミニッツ）Annex Iの通りである。 

 

2-2. 主な調査項目と情報・データ収集法 

 

 評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）および「中間評価時の

提言内容に対する改善の度合い」を確認することを中心に調査を行い、情報・データを収

集した。 

 評価実施者として、日本側調査団に加えて、エ国の政府機関、外部有識者から構成さ

れるエル・サルバドル側評価委員会との合同評価を実施した。 

（エ国側評価メンバーについては別添資料２参照）合同評価とすることにより、情報を過不

足なく得られ、また、公正な評価結果が得られるだけでなく、プロジェクト評価の手法と実

務についても、エ国側に知識が移転されるように配慮した。 

 情報・データ収集法は、通常の評価５項目に関連する事項に加えて、中間評価時の提

言に対するプロジェクトの対応、改善状況を確認するための質問を加えた質問票を作成

し、日本人専門家４名及びエル・サルバドル側技術カウンターパート５名を含むプロジェク

ト関係者に事前に送付し、回答を依頼した。評価分析団員が、他調査団員に一週間先行

してエ国入りし、プロジェクトの現場事務所が設置されている水産総局のプエルト・エル・ト

リウンフォ支局（CPT）にて、回収した質問票の回答を参照しつつ、個別インタビューを行

った。このインタビューを通じて、プロジェクトの全般に関して、現状の問題点、課題を把

握し、整理を行った。更に、日本人専門家の現場での住環境の確認、実験室の管理状況

などの視察も実施した。 

 他調査団員の到着後は、農牧省次官、及び水産総局局長との面談を中心に、エ国に

おける今後の二枚貝養殖事業への取り組み方針の確認など、政策面についての意見交

換を中心として調査を実施した。また、先行調査の結果を基にして、日本人専門家、エ側

技術カウンターパートに対する補足的なインタビュー調査を実施した。 

 以上の作業により得られた評価の内容を、達成グリッド、評価グリッド（別添資料４：ミニッ

ツ Annex II, III）として取りまとめた。 
 

嵯峨
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第３章 調査結果 

 

３－1. 現地調査結果 

 

（１）生産環境について 

貝類生産海域としてのヒキリスコ湾の海洋環境に関しては、プロジェクト開始当初にはデ

ータがほぼ皆無であったことと比べて、少なくとも１年間以上のデータの蓄積が行われ、

海洋環境の特徴と貝類生産、特に成熟との関係が解明されつつある。しかし、採取してい

るデータの種類は限定されており、必ずしも十分であるとはいえない。 

①  今後残された半年間において、水温、塩分、DO、ｐH 等のデータに関して特に成
熟、幼生出現との関係解析を行い、雨期と乾期の変わり目との関係を明確にデータ

で表現するようにする必要がある。この結果は技術報告書として貴重な資料となる。 

②  湾内、湾外の海洋データが蓄積されている。測定地点の地形・形状・位置と海洋
環境データを比較検討し、将来の生産適地を考えるためにも、各定点の特徴を明

確にしておく必要がある。この点に関しても技術報告書の重要な素材となる。 

③  今回のプロジェクト協力が終了しても海洋観測データの蓄積を続ける必要がある。
特に、貝類に限らず生物生産と海洋環境との関係を明確にしていくためには、基礎

生産力の考え方に基づいた海洋観測体制を構築する必要がある。当面、貝類との

関係で必要な項目はクロロフィル量と流況の把握である。 

④  エ国においては長期に続いた内戦等で継続的なデータは失われたとされている。
気象データ、流況データ等、水産生物生産にこだわらずに別の目的で収集された

過去のデータについても可能な限り収集整理、解析を行って、環境の長期的変動

の目安を把握する必要がある。 

 

（２） アカガイについて 

生物学的情報がほとんどなかったエ国内湾域のアカガイについて新しい知見が集

積されつつあることは特筆すべき事柄である。この種は切開法による種苗生産が困難

であるので、自然産卵条件を整えて種苗生産するか、天然採苗によって種苗を得る

かどちらかの方法による種苗入手が養殖の第一段階である。プロジェクトでは、開始

段階で生物学的情報が全く無い状態であったので後者を選択している。進行は遅か

ったものの、マングローブ域におけるこの種の初期生態に関する知見が蓄積され、種

苗入手方法の検討が開始されている。 

①  残された半年間で、現在進めている種苗採取方法について、技術、理論面からの
検討を十分に行うことが必要である。雨期、乾期の境に環境変化があるとはいえ、

日本のように環境条件の劇的変化によって一斉に放卵が刺激されるというよりは、あ

る時期にやや多くの放卵が行われるということらしく、採苗技術としてはいわゆる「薄

種」を効率的に採集する技術の開発を行うことになる。初期生態をうまく利用して種

苗を確保する技術の開発は今後の熱帯海域における貝類生産の基本ともなるべき

ものである。 
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②  ヒキリスコ湾には３種類のアカガイ類（クリール、クリリージャ、カスコ・デ・ブロ）が生
息しているとされるが、生活史初期における種の同定は困難である。ウエットラボの

整備により飼育設備が機能し始めているので、採取した種苗を用いて飼育し、形態

的識別基準を作成する必要がある。①、②は技術報告書にきちんと記載すべきで

ある。 

③  「薄種」を採取する技術が出来ても、これを養殖としてどのように展開してゆくかは
今後の大きな課題である。資本投下を少なくし安定した生産を維持するには、コミュ

ニティーの人々の持つ知恵と意欲に依存して共同で養殖技術の開発を行うという姿

勢で進めることが望ましい。 

④  現在までに行われた養殖試験では生残率は良いものの、成長に関してはあまり良
い成果が得られていない。この実験結果をもとに、試験方法、養殖場所、種苗等ど

の点に問題があるかを推測して、今後、新たな実験計画を立てることが望ましい。こ

の点に関してもコミュニティーの人々の積極的な協力を仰ぐ必要があるであろう。 

⑤  今後の課題として、生産環境の部分で述べたクロロフィル量、流況を基盤にした養
殖適地の特徴把握に関する検討が必要であろう。 

 

（３） ローカルカキについて 

成熟調査、種見等を行い、雨期・乾期の境目時期に産卵がやや多いという結果を

得ている。しかし、年間を通じて少しずつ産卵しており、日本におけるマガキのような

集中的な大量産卵は見られないようである。この原因には資源量が少ないことも関係

している可能性がある。また、初期の発育生態の観察結果から、このカキは基質に沿

った殻の成長が必須で、比較的大型の基質を整備する必要があると考えられる。この

ため、垂下養殖の技術はそのままでは適用できない。 

①  残された半年間で成熟調査の結果、種見の結果と海洋環境との関係解析を行い、
この海域におけるこの種の産卵の特徴を明確にし、技術報告書に記載する必要が

ある。また、マングローブカキとローカルカキ（イワガキ）が混在しており、識別が困難

である。飼育設備を用いて初期発育形態を観察記録し、種判別基準の作成をおこ

ない、これを技術報告書に記載する必要がある。 

②  ローカルカキに関しては生物学的特性を生かした資源管理型増殖技術の開発が
適当と考えられる。外海域には、ある程度発達したマングローブカキはいないという

点から、外海域の生息環境はマングローブカキが生育するには不適と考えられる。

そこに採苗の工夫の可能性があるものと考えられる。基本的には、誰もが納得でき

る科学的根拠に基づいた産卵期を中心とした禁漁期の設定等による資源管理と、

将来的には枯渇漁場への基質投入によるカキ床造成等が考えられる。 

 

（４）導入カキ（マガキ）について 

    チリからマガキ稚貝を導入して延縄による養殖試験を行った結果、外海域では８ヶ

月で商品サイズまで成長することが明らかとなった。この商品はエ国では市場に受け

入れられる可能性が高い。また、米国からの眼点幼生を導入し、付着稚貝にすること
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も可能であることが明らかになった。 

①  残された半年間で、眼点幼生からの付着稚貝を商品にするまでの養殖技術の開

発の目処をつけ、技術報告書を作成する。湾内で育成する場合、マングローブカキ

との競合をどのように避けうるのか、乾期の高温持続期をどのようにのりきるのか、そ

の他に商品とするまでの養殖技術の流れをどのように想定するのか等について、現

在行っている実験結果から推測し、報告書を作成する。 

②  今後は、実際の養成試験をコミュニティーの人々と共同で行い、具体的な養殖技

術の実際を知ってもらう中で試験の結果を出す工夫を行うことが必要である。 

③  特に、コミュニティーの人々との共同試験においては、労働条件、資材、販売価格、

漁場特性と占有の関係、他の漁業との関係等の情報収集・整理を同時に行うことが

重要である。これは、養殖という生産形態が従来の採捕漁業とは異なり、経営・経済

的条件に加えて海面の私有という形式を取らざるを得ないため、政府として必要な法

整備を行う必要があるからである。 

④  マガキは従来エルサルバドルには生息していなかった種である。このため、本格的

な養殖が可能と判断された時点において、以下の点についての配慮が必要である。 

   1)海域特性に適応した養殖技術の開発 

   2)海域生産力に対応した導入カキの総生産量の決定 

   3)将来的に自前で生産するためのマガキの育種（高温耐性系統） 

4)マガキ導入が海域生態系、特に漁業生産系に及ぼす影響の評価 
 

 

３-２. プロジェクトの実績 

 

３-２-１. 投入 

 

日本側およびエ国側のプロジェクト投入実績は別添資料３のとおりである。 

 

（１） 日本側投入 

① 専門家派遣 
協力期間全体（終了時までの見込みを含む）で、長期専門家４名（計102人月）、短期

専門家９名を派遣した。短期専門家の派遣のタイミングは概ね妥当であった。 

  

② カウンターパート研修 

５名の技術カウンターパートのうち、３名が日本において、また、２名がチリにおいて貝

類養殖の技術研修を受けた。カウンターパートは、研修内容がプロジェクト活動に直接関

係ある研修内容であることから、技術研修は非常に有効であったと認識している（インタビ

ュー結果）。なお、２名のカウンターパートが日本の文部省留学生へ応募中である。 
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③ 機材供与 

総額約5,700万円（約44万米ドル）の機材がプロジェクト期間中に日本側から供与され

た。主要な機材は、作業船、実験室用理化学機器類、養殖用資機材類である。エルサル

バドル側予算によるピラジータ村のウエットラボ施設の完成に伴って、2003年5月には、貝

類幼生・稚貝飼育用の陸上タンク・関連設備が日本側予算で整備された。機材供与の量

と時期は適切であった。供与された機材はプロジェクト活動のために有効に活用されてい

る。 

 

④ プロジェクト活動費 

協力期間を通じて計約3,700万円のプロジェクト活動費（現地業務費）が日本側予算と

して措置された。同予算は、エ国側措置によるプロジェクト運営予算を補足することにより、

プロジェクトの円滑な活動に大きく寄与した。特にプロジェクト開始後の初期段階における

効果は大きかった。 

 

（２） エルサルバドル側投入 

① 土地・施設・設備 

プロジェクト・サイトの活動拠点施設として水産総局トリウンフォ支局（CPT）の既存施設

および新設の宿泊施設と倉庫が提供された。 

水産総局は自己予算により実験施設（ウエットラボラトリー）をCPT(2002年12月)とピラジ

ータ村（2003年5月）に新設した。プロジェクトのための新規インフラの整備予算は合計で

約194千ドルである。これはエ国側の自助努力として高く評価されるものである。しかし、供

用開始時期が遅れた。 

この他、首都サン・サルバドルの農牧省内にプロジェクト専用の執務室が提供された。 

 

② カウンターパート配置 

エ国側は、プロジェクトの開始にあたってフルタイムの技術カウンターパート６名を配置し

た。このうちの１名は2001年12月に退職しプロジェクトを離れた。以降、本調査時点まで５

名のカウンターパートがプロジェクト活動に従事している。 

これら５名はプロジェクト開始にあたって水産総局が雇用した正規職員である。いずれ

も一般生物学系の大学学部新卒者であったことから、水産および養殖技術に関する知

識・経験を有しておらず、日本人専門家は当該分野の人材育成を基礎から開始すること

となった。この他に、社会経済調査分野のカウンターパート２名（うち１名は途中で交代）が、

不定期にプロジェクト活動に従事している。 

 

③ 資機材 

エ国側は事務用資機材の一部および潜水機材等を提供した。水産総局の手続きの問

題から、必要物品の調達は適時よりも遅れることが多かった。 
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④ プロジェクト運営費 

水産総局はプロジェクト期間３年間を通じて計約350万ドルをプロジェクト予算として措

置している。このうち、約80％強が人件費で占められている。人件費を除いたプロジェクト

運営予算（インフラ整備費を含む）は、約60万ドルである。これは人件費を除く水産総局

全活動予算の約半分に相当する額であり、エ国側の本件プロジェクトに対する熱意と努

力の現れであると評価する。 

一方、予算の執行タイミングは全般的に適時よりも遅延することが多く、プロジェクト運

営に支障を来たした。予算執行の遅れは特にプロジェクト前半で顕著であったが、中間評

価時点以降は、改善がみられる。 

 

 

３-２-２. 成果 

 

プロジェクト期間が比較的短期間であったこと、カウンターパートが養殖技術の未経験

者であったこと、基礎的環境データが蓄積されていなかったことなどの制約要因の中で、

基礎的環境調査および二枚貝養殖技術の開発に関する活動、技術移転が一定の水準

まで進められた。しかしながら、アカガイ、カキの試験養殖など、残された課題も多い。各

成果目標に対する達成度は下記のとおりである。 

 

（１）「CPTの施設が改善され、組織運営体制が確立する」 

 当該成果目標の達成度は比較的高い。 

 プロジェクト拠点である水産総局トリウンフォ支局（CPT）の施設改善が行われ、ウエットラ

ボ、宿泊棟、倉庫、アクセス道路、桟橋が整備された。また、ピラジータ村にもウエットラボ、

桟橋が建設された。これにより稚貝の飼育実験が可能なインフラが整うこととなった。ただ

し、CPTおよびピラジータ村施設の居住環境は改善の余地がある。 

 エ側独自で施設・機材を維持管理する体制の確立が今後の課題である。 

  

（２）「沿岸湖沼域のアカガイとローカルカキの基礎的な生物学的、生態的状況が明確に

なる」 

 当該成果目標の達成度は中程度である。 

 沿岸湖沼域のアカガイと在来種カキの生物学的、生態的なデータが蓄積され、技術報

告書２編にまとめられた。ヒキリスコ湾の基本的な海洋環境および気象データも蓄積され

てデータベース化されている。 

 アカガイとローカルカキについて、成長と成熟に関する基本データ（幼生出現量、出現

時期、分布、生体の成熟等）が集積され、これらについても技術報告書にまとめられた。 

 

（３）「CPT の実験室とフィールドにおいてアカガイとローカルカキの基礎的な種苗生産技

術が確立される」 

 当該成果目標の達成度は中程度である。 
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 アカガイとカキに分けて以下に記載する。 

 

① アカガイ 
天然採苗： 

マングローブ林の中、干潟、海水中の 3 箇所において、様々な材質・形状の採苗器と４

種類の手法を試行して次の結果が得られた。 

・ 2001年 9月から 10月に設置した試験採苗器から殻長 0.6㎜から 3.5 ㎜のアカガイ稚

貝合計 42 個体（2.1 個体／採苗器）が採集され、天然採苗の可能性が示された。 

・ 新たに考案した採苗器をマングローブ湿地の泥中に埋設し、アカガイ稚貝の付着を

観察した結果、天然採苗方法の一つとしての可能性が示された。 

・ 水深８ｍの海底に沈めた採苗器にアカガイ稚貝の付着が観察され、天然採苗方法の

一つとしての可能性が示された。 

 しかしながら、採苗器の盗難が阻害要因となったことは否めない。 

実験室規模の人工種苗生産： 

平均 2.6 ㎜の稚貝 12 個体（小型群）と殻長 7～12mm の稚貝４個体を培養した藻類を

給餌して飼育した結果、稚貝の人工飼育に技術的困難さがほとんど無いことが示された。 

 

②ローカルカキ 

天然採苗： 

・  ローカルカキの浮遊幼生調査、生殖巣指数測定による産卵時期調査及び試験採描

による調査を実施し、天然採苗技術に必要な基礎的なデ－タを得ることが出来たが、

具体的な天然採苗技術の確立には至っていない。 

・  採苗試験－８月と１０月にローカルカキ付着稚貝のピークが見られた。本調査では、

調査したカキ類付着稚貝に関して、養殖対象としたローカルカキ稚貝とその他のカキ

稚貝との判別は出来なかったが、付着形態から観察して、マングロ－ブガキ稚貝が多

く付着していたと推測される。 

・  付着稚貝の観察―ローカルカキ生息地にコンクリ－ト製ブロックを設置し、4.5 ヶ月後

に付着していた稚貝を計測した結果、最大殻高 47.6mm に成長した稚貝が見られた。

また、同ブロックに付着していた稚貝の内、最小殻高 6.8mm の稚貝内部にローカル

カキの特徴的な縁刻歯が見られた。したがって、この稚貝の大きさからは、他のカキ

類との判別は可能と思われる。 

実験室規模での種苗生産試験： 

・ 生殖巣切り出し法で、卵及び精子を採取後受精し、D型幼生までの胚の発達を観察

した。その後、引き続き幼生飼育実験を行ったが、殻長 70μm 以上成長せず死亡し

た。現在までのところ、受精から採苗までの一連の工程の種苗生産実験は実施して

いないが、プロジェクト終了までに実施予定。また、本実験に於いて、ローカルカキ幼
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生の成長段階の形態を観察し、今後のカキ類幼生の判別の資料とする予定である。 
 
（４）「CPT において、アカガイ、ローカルカキと導入カキの基礎的な養殖技術が確立され

る」 

①アカガイ 

地蒔き式と垂下式（パールネット）の比較試験を行った結果、地蒔き養殖で良好な結果

が示され、地蒔き養殖の可能性が示された。 

 なお、垂下式により成長と生残を９ヶ月間観察した結果、月間成長率は、小型群2.1㎜、

中型群 1.2 ㎜、大型群 1.1 ㎜で、小さいほど成長率が高いことが分かった。また、別の垂 

下飼育では、開始 3 ヵ月後の生残率は 48％、4 ヵ月後では 44％であった。垂下後最初の

3 ヶ月間の減耗が大きいことが分かった。 

②カキ 

延べ縄式養殖施設、木材・竹製の棚を設置し、パールネット或いはプラスチック製カゴ

を用いて、カキ養殖に関する各種の試験を実施し、成長率、生残率などの生物学的な

データが収集された。 

主な所見は次のとおりである。 

・  ローカルカキの成長形態は、付着基質にそって殻が成長し続け、その付着基質の先

端まで殻が伸長後、殻高が成長するのではなく、殻幅が増加することが観察された。

本実験結果から、ローカルカキの成長は導入ガキに比較して遅く、また、観察された

ローカルカキの成長形態から判断すると垂下養殖に適さないと思われる。 

・ パールネットでの養殖試験の結果、試験開始１１ヶ月後の成長は、3.8mm/月。生残

率は、5.4%。減耗の原因は、巻貝及びカニなどによる食害、養殖施設及び収容パ－

ルネットの破損による紛失であった。 

・ 導入カキについては、ヒキリスコ湾において商品サイズ（ローカルカキの漁獲殻長制限

の 8cm 以上と想定）まで成長することが判明したが、生残率は低い。新たな養殖試験

において、生残率は、徐々に向上しているが、養殖方法は確立していない。プロジェク

ト終了までに、ヒキリスコ湾内及びウニオン海岸で、さらに養殖試験を実施予定であ

る。 

・ 養殖試験中のカキの盗難による支障も生じている。 

終了時評価時点ではカキ養殖技術が確立されていないため、まだ養殖技術の手引

書は編集されていないが、プロジェクト終了までに、養殖技術及び種苗生産に関連した

手引書を作成予定である。 

 

（５）「カウンターパートの養殖技術と研究開発能力が向上する」 

 既述のとおり、技術カウンターパート５名は一般生物学系の大学学部新卒者であった。

このため当初は水産および養殖技術に関する知識・経験を有しておらず、プロジェクトに

より基礎から当該分野の人材育成を開始することとなった。 
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 計画された各活動項目におけるＯＪＴや日本およびチリにおける技術研修などを通じて、

各カウンターパートは、海洋環境調査手法、種苗生産、養殖に関する経験を蓄積し、個

人差はあるものの、ルーティンワークを独力で実施可能な能力を習得するに至っている。

ただし、体系的な技術開発を独力で推進し、地域コミュニティーに技術普及を展開してい

く水準には達していない。 

 

（６）「ヒキリスコ湾周辺域のモデル・コミュニティーで基礎的な養殖技術が試され、普及さ

れる」 

モデル・コミュニティーとして選定したピラジータ地区（ヒキリスコ湾内）及びラス・トゥナ

ス地区（ウニオン海岸）周辺の漁民を対象に、社会組織調査・資源管理（計３回）、及び

貝類流通（計２回）に関するワークショップが実施された。また、モデル・コミュニティーに

カキ養殖試験用延べ縄式養殖施設と棚式養殖施設を設置して養殖試験を開始した。こ

れにより、モデル・コミュニティーの住民の間で貝類養殖に関する関心と期待が高まって

いる。飼育生物の盗難を防ぐうえでも、プロジェクトの活動と便益に関するモデル・コミュ

ニティーの理解と活動への参加をさらに促進する必要がある。 

 

 

３-２-３. プロジェクト目標 

 プロジェクト目標である「水産総局の貝類（アカガイ、カキ）養殖に関する技術能力の向

上」は、技術カウンターパートの知識・技能の向上を通じて達成されつつある。プロジェクト

開始後２年半を経て、技術カウンターパートはラボラトリーおよびフィールドの定型作業を

独自に実施可能な技術力を身に付けた。指標のうち、技術報告書は２編が作成済みであ

り、残り３編はプロジェクト終了時までに作成される見込みである。また、「モデル・コミュニ

ティーを対象とした貝類養殖のプロジェクト・プロポーザル」の作成も進められている。 

 

３-３. 実施プロセス 

 

本プロジェクトでは、日本人専門家が管理部門（首都サンサルバドルの水産局）と技術

部門（トリウンフォのCPT）に地理的に分かれて活動を行った。プロジェクト全体として見て

も、両部門間の連絡調整が主に日本人専門家を通じて行われた。また、プロジェクト管理

部門において日本人専門家とエルサルバドル側カウンターパート（プロジェクト・ディレクタ

ー、プロジェクト・マネージャー）の間の連絡調整方法の確立が図られたが、十分に整理さ

れなかった点も見受けられる。これらは円滑なプロジェクト運営を妨げる要因となった。 
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第４章 評価結果 

 

４-１. 評価５項目の評価結果 

 

（１） 妥当性 

 プロジェクトの妥当性は、終了時評価の時点においても高いものと判断する。 

 エ国に於ける貝類養殖技術の導入は、二枚貝の天然資源の減少、漁業の生産性の低

さに対する有効な対応策であり、プロジェクトの実施は、同国の関連政策、実施機関の方

針、住民の意向に沿っている。  

 

（２）有効性 

 プロジェクトの有効性は、中程度と判断する。 

 プロジェクト全体としては、諸般の状況を勘案すると、概ね妥当な進捗をあげたものと考

えられる。技術カウンターパートについては、能力向上は認められるものの、二枚貝の養

殖技術開発を実際に担っていくには、まだ時間と経験の蓄積が必要であり、モデル・コミ

ュニティーに於けるプロジェクト提案書が独力で作成出来るレベルには至っていない。 

 プロジェクトの有効性は、今後、導入ガキの試験養殖とアカガイの天然採苗の実施を通

じて高まっていくと期待される。 

 

（３） 効率性 

 プロジェクトの効率性は、全体として中程度である。 

 日本側の投入については、量、質、タイミングとも概ね適切であった。投入は、ほぼ過不

足なくプロジェクトの運営に活用され、また、成果の発現に直接的に結びついている。 

 エ国側の投入については、量的な観点からは、水産総局の予算措置に最大限の努力

が認められ、調査団としても、これを高く評価した。しかし、政府内の手続きなどの遅れか

ら、結果として予算執行が適時を逸しており、このことが、生物のライフサイクルを取り扱う

本プロジェクトの進捗に影響を及ぼしたことは否定できない。 

 

（４） インパクト 

 インパクトについては、現時点では、二枚貝養殖の技術の確立と、普及のための組織化

が不十分なために、上位目標が達成されるにはある程度の期間が必要と判断される。し

かし、他に様々な正のインパクトが観察されたため、総体的には高いものと判断した。具

体的には、以下の事項が挙げられる。 

 

① モデル・コミュニティー周辺の住民や、食品産業、水産総局以外の政府関係者等

が、二枚貝養殖に関心を示すようになった。地域の食品産業や、漁業組合、コミュニテ

ィー等から、カキの種苗生産について問い合わせや、協力参加の申し入れがなされて

いる。 

② ラス・ツナスでは、水産総局がカキの禁漁期を設定したが、これは、プロジェクトの
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調査結果に基づいて、地元の漁業組合の協力を得て実現されたものである。 

③ 水産総局は、エルサルバドル国の二枚貝養殖に関するマスタープラン案（別添資

料６参照）を中間評価の提言に基づいて作成している。このマスタープランの作成はプ

ロジェクトが支援したものである。 

 

（５） 自立発展性 

 自立発展性の確立は現時点では十分とはいえない。日本側の協力終了後にプロジェク

ト活動費を水産総局が十分確保できるかどうかが不透明である。カウンターパートの技術

能力は向上しているものの、今後技術開発を進め、地域の漁民グループに技術普及を展

開していく水準には十分達していない。したがって、自立発展性を期待できる水準に導く

ためには引き続き日本等の支援、協力が必要と判断される。 

 

４-２. 結論 

 

エルサルバドルは、これまでエビ養殖を除けば水生生物に関する水産養殖の経験は

極めて乏しく、また養殖に関する国際協力を受けた経験もなかったため、養殖技術開発

の基盤となる研究施設の整備、対象水域となるヒキリスコ湾に関する生物・環境情報の収

集、プロジェクト開始に際して新たにカウンターパートとして水産総局に配置された若手技

術研究者の教育・訓練など、プロジェクト開始時点では全てを手探りの状態で進めざるを

得ない状況にあった。 

加えて、アカガイ、カキは既にヒキリスコ湾内に生息し実際に漁民によって利用されてい

たこと、近隣国のチリにおいては比較的容易かつ順調に貝類養殖の技術移転が行われ

たことなどから、エルサルバドルにおける浮遊幼生や稚貝などの天然採苗についてもプロ

ジェクト開始時点において大部分の日本側関係者にやや楽観的な見通しがあったことに

より、目標設定が高くなったことはいとめない。 

他方、エルサルバドルにおける本件プロジェクトに対する期待と関心は一貫して変わる

ことがなく、天然資源の継続的な減少を受けて、零細漁民から示される貝類養殖に対する

期待感が日毎に増大し続けていることも確認された。こうした強い社会的要請もあり、水産

総局は、カウンターパート要員として５人の新規採用者を配備したことに加え、総局の人

件費を除く通常年間予算の約５０％に相当する資金を３年間連続してプロジェクトに投入

しており、全般的な国家財政の悪化と政府予算の削減の中でこうした措置が採られている

ことは、明確に留意すべきである。 

プロジェクトの活動は、将来の養殖業の展開に向けた実用的な技術開発は未だ不透

明な状況にある。しかし、基盤整備の遅れ、予算措置の遅れ、天然採苗の難航などにより、

プロジェクト開始後２年半を経た現時点で、種苗生産などの基礎的な部分について将来

の方向性が見え始めている。また、当初は全くの未経験者であったカウンターパートの過

半数が、基本的な技術に慣れ、目的意識を持ち始めており、プロジェクト残存期間（約半

年間）において、特にカキの試験的いかだ棚養殖、アカガイの効率的な天然採集苗（注）

について進展が期待される。 
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このため、今次評価においては「プロジェクト期間終了後の協力の可能性・あり方につ

いて日エ双方で話し合いを継続すべき」との結論に至った。 

しかしながら、熱帯・亜熱帯水域でほとんど実用的な成功例がない「マングローブガキ」

や「イワガキ」の天然採苗、世界で例がない「アカガイ」の天然採苗について、それぞれ養

殖に向けた量産体制を確保するための技術移転は、たとえ基盤整備が順調に進み、一

定レベルのカウンターパートが仮に配備されていたとしても３年間のプロジェクト期間で達

成することは困難である。現状のプロジェクトの進捗状況からすると PDM 活動項目ならび

に成果をプロジェクト期間後の自立発展のみによって達成することは困難と判断された。  

また、エルサルバドル側の懸命な予算投入や人員配置も、プロジェクト開始に当たって

の日本側の要請に何とか応えようと相当の努力を払った結果であり、こうした投入が、プロ

ジェクト終了後も継続しえるか否かは極めて不透明である。こうした評価・判断に基づき、

今次評価においては「プロジェクト期間終了後の協力の可能性・あり方について日エ双方

で話し合いを継続すべき」旨、勧告を行ったが、現行の専門家配置（特に拠点とする場

所）とその分野については若干の修正が必要と考える。 

分野については、①アカガイ、カキ双方の種苗生産体制の確立、②養殖実用化に向け

た技術開発の確立および漁場環境・生物環境調査の推進、③住民参加を促進するため

の住民との対話強化ならびに行政側の取組強化、④業務調整ならびに市場調査及び貝

類魚食普及（広報宣伝、展示試食会の企画・開催を含む）が、一応の体制として日エ双

方で認識されている。他方、エルサルバドルにおいては来（2004）年３月に大統領選挙が

予定されており、政権が確立するのが同年５月以降であることから、新たにプロジェクトを

継承・開始するに当たっては、投入のタイミングについても充分に検討する必要がある。 

なお、今次プロジェクトに当たって配置されたカウンターパート５名は全て水産生物とは

無関係な一般生物学系の学部卒者であり、プロジェクト期間２年半を経て一定の理解と技

術水準に達したことは、特に現場で対応した専門家の粘り強い忍耐と取り組みに負うとこ

ろが多い。また、５名のうち、少なくとも３名は将来の大きな可能性を示す段階まで育成さ

れており、養殖関連施設の基盤整備と共に本プロジェクト実施の有効性を示すものと考え

る。 

 

注）アカガイの天然採苗については、当初、浮遊幼生を採集することを目的としていたが、

採集個体が少なく実用化が困難であった。他方、たまたま底泥に接地して放置された採

集器の泥中からアカガイの初期稚貝が一定レベルで確保できることが判明した。 
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第５章 提言と教訓 

 

５-１. 提言 

（１） 水産総局は二枚貝養殖技術の確立に向けて、プロジェクトに対する財政的・技術

的な投入を継続することが必要である。技術開発は、種苗生産および養殖技術の

確立、海洋環境モニタリング（生産適地選定のためのクロロフィル量・流況を含む）

を中心に進めるべきである。技術カウンターパートに対する助手の配置が望まれ

る。 

（２） 水産総局はプロジェクト活動に必要十分な予算を継続的に措置し、適時に執行す

るべく努力すべきである。水産総局は、将来的に、種苗や養殖生産物の販売など

の自己収入創出を検討すべきである。 

（３） 今後とも、社会経済調査を進展させることにより、貝類増養殖に意欲を持つモデ

ル・コミュニティーを選定し、収益性のあるコミュニティー・ベースの養殖活動につ

なげていくべきである。カキ試験養殖、アカガイの天然採苗と蓄養に関する実証試

験においてもコミュニティーの参加を求めていくべきである。 

（４） 今後とも、貝類（アカガイ、カキ以外の有用種も含む）の市場情報を収集し、消費

および市場拡大策を進めるべきである。 

（５） 残された協力期間中、プロジェクト活動は次の項目を中心とすべきである。 

1） 導入カキの試験養殖、コミュニティー参加によるアカガイの天然採苗の開始 
2） 養殖カキ、養殖アカガイの生産コスト（種苗生産コストを含む）の明確化 
3） コミュニティー参加を促進するための、地域住民とのコミュニケーション強化 
 

５-２. 教訓 

 

（１）プロジェクト運営に関する連絡調整体制の強化 

３-３.に記載した事項に関して、プロジェクトの活動場所が地理的に分かれる場合には、

通常のプロジェクトに増して、連絡調整体制の確立と情報共有に努めるとともに、受入国

側の運営管理に関する主体性を高めていくことが重要である。 

 

（２） 自然環境条件の事前把握 

 熱帯・亜熱帯水域において、天然採苗方式による貝類養殖プロジェクトを実施する場合

には、対象水域の基礎生産（貝類の餌となる珪藻類の現存量など）のレベル、浮遊幼生

の季節的な集中度合いについて、事前に一定レベルの情報・知見を得ておくことが重要

である。これらの条件によって、技術的な取り組み方法を変更する必要がある。 

 

（３） 短期専門家の投入時期 

 短期専門家の業務が自然環境の季節変化と連動する場合には、投入時期が成果に大

きな影響を与えることから、最適時期の派遣となるように、派遣計画策定・人選手続きなど
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を前広に進めていくことが重要である。 

 

（４） 盗難問題への対応 

 技術協力プロジェクトの実証試験現場における盗難問題は活動の進捗を著しく阻害す

る。監視体制の強化にも限界があることから、プロジェクト活動に関する広報活動を積極

的に進めるとともに、サイトの近隣において協力的なコミュニティーを確保してプロジェクト

活動に協力・参加を求めていくことが重要である。 
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別添資料 

 

１. 調査日程 

２. エ国側主要面談者等 

３. 投入実績一覧表 

４. ミニッツ（英語版） 

５. 当初 PDM（PDM0） 

６. 農牧省組織図 

７. CENDEPESCA 組織図 

 



日順  月日 曜 　　　　　　勝山、石岡、神内 　　　　　　　東野、八木（通訳）
宿泊地

1 8月17日日 東野：東京→（ヒューストン）→
SAL(CO-828)
八木：メキシコ・シティ→SAL(MX-
289) サンサルバドル

2 8月18日月 評価スケジュール打ち合わせ、質問
票回収、　　エ側評価委員との打ち
合わせ（日程確認、評価法説明）

サンサルバドル
3 8月19日火 CPTに移動、施設見学、質問票結果整

理
プエルトトリウンフォ

4 8月20日水 専門家への個別インタビュー

プエルトトリウンフォ
5 8月21日木 カウンターパートへの個別インタ

ビュー
プエルトトリウンフォ

6 8月22日金 サンサルバドルへ移動
インタビュー結果まとめ、評価グ
リッド案作成 サンサルバドル

7 8月23日土 インタビュー結果まとめ、評価グ
リッド案作成

同上
8 8月24日日 東京→（ヒューストン）→SAL(CO-828) 他団員と合流

先行調査結果報告
日程確認

同上
9 8月25日月 日本大使館表敬・JICA事務所打ち合わせ

農牧省次官・水産局長（CENDEPESCA）表敬
エ側評価委員との打ち合わせ

同左

同上
10 8月26日火 プロジェクト・サイト現況調査１（CPT、ピ

ラジータ村他）
同左

同上
11 8月27日水 C/Pによる活動進捗説明

専門家・C/Pへの補足インタビュー
同左

同上
12 8月28日木 日・エ評価委員の評価結果すり合わせ 同左

同上
13 8月29日金 日・エ評価委員の評価結果すり合わせ 同左

同上
14 8月30日土 評価結果のとりまとめ、ミニッツ案の作成

（英文版作成、西文への翻訳）
同左

同上
15 8月31日日 評価結果のとりまとめ、ミニッツ案の作成

（英文版作成、西文への翻訳）
同左

同上
16 9月1日月 ミニッツ案協議、修正 同左

同上
17 9月2日火 AM　合同調整委員会

PM　ミニッツ署名
同左

同上
18 9月3日水 プロジェクト・サイト現況調査２（CPT、ピ

ラジータ村他）
同左

同上
19 9月4日木 サン・サルヴァドル発 →ヒューストン(CO-

827)
同左　（八木：SAL→メキシコ・シ
ティ） ヒューストン

20
9月5日 金

ヒューストン(CO-007)→ 同左
機中

21
9月6日 土

→東京着 同左

資料１. 調査日程



別添資料２. エ国側主要面談者等 

 

表敬者 

 

Dr. Jose Emilio Suadi  農牧省次官 

 

Mr. Alberto Morales   外務省外国協力局 局長 

 

評価委員 

 

Ms. Cony Hernandez  外務省外国協力局アジア・アフリカ・大洋州課 

 

Ms. Ana Martha Zetino  エル・サルバドル大学理学部生物学科長 

 

Mr. Jorge Alberto Lopez  国家漁業・養殖科学諮問委員会 

 

Mr. Dario Rafael Zambrana  農業畜産省農業畜産計画課 

 

Mr. Juan Ulloa   農業畜産省水産開発局 (CENDEPESCA)調整課 

 

カウンターパート 

 

Dr. Jose Emilio Suadi  農業畜産省次官 

    （プロジェクト・ディレクター） 

 

Mr. Mario Gonzalez Recinos  農業畜産省水産開発局 (CENDEPESCA)局長 

    （プロジェクト・マネージャー） 

 

Ms. Reyna Isabel Pacheco  農業畜産省水産開発局 (CENDEPESCA)局 

    プロジェクト・コーディネーター 

 

Mr. Hebert Ely Vasquez  技術カウンターパート（カキ） 

 

Ms. Ana Marlene   技術カウンターパート（カキ） 

 

Mr. Manuel Hernandez  技術カウンターパート（カキ） 

 

Mr. Juan Gaviota   技術カウンターパート（アカガイ） 

 

Mr. Federico Asencio  技術カウンターパート（アカガイ） 

 



別添資料３．日本側/相手国側投入実績一覧表
（1）  専門家派遣及び機材供与

2003年8月現在

予算年 平成15年度 (03)

細目 月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

＜チーフアドバイザー 木谷浩 01.03.01-04.02.29

＜カキ増殖＞ 岩尾恒雄 01.03.01-04.02.29

＜赤貝養殖＞小川譲次 01.03.01-04.02.29

＜業務調整＞長谷川正浩 01.03.01-04.02.29

＜養殖施設設計＞ ＜貝毒＞ ＜赤貝初期生活史＞

赤星静夫 01.08.06-01.08.31 ＜採苗技術＞ 野口玉雄 02.06.22-02.07.08 佐々木孝夫03.05.21-03.07.04

赤星静夫 02.02.25-02.03.25

＜養殖環境＞ ＜養殖環境と貝類養殖：セミナー＞

＜漁民組織調査・資源管理＞ 松田治 02.08.11-02.09.08 松田治 03.09.07-03.09.20

田中秀幸 02.03.15-02.05.14 ＜市場流通調査＞ ＜漁民組織調査と資源管理概論-Ⅱ＞

佐々木孝夫03.01.10-03.02.05 世古明也03.07.16-03.08.29

12年度○132千円

書籍 13年度△956千円 予定無し

12年度○5,858千円 養殖ｱﾝｶｰ、フロート、LapTop PC

顕微鏡、実体投影機他

12年度○14,305千円 14年度△898千円

ｵｰﾄｸﾚｰﾌﾞ、電子天秤等Lab機材 ロープ、採苗器

12年度○14,211千円

作業監視船

12年度△10,821千円 12年度△9,485千円

車輌、PC、コピー他 ボート、船外機、Lab資材他

12年度○

PC、プランクトンネット他

（注１）長期専門家、短期専門家とも氏名指導科目、派遣期間（日付入バーチャート）を記入。 ▽　：　任期の延長時点を示す。（長期専門家の欄）

（注２）機材の欄には、本邦購送分（○）と現地調達分（△）に分けて毎年度の合計金額及び主要品目▼　：　任期の終了（長期専門家の欄）もしくはフェーズの終了を示す

機

材

供

与

機

材

当年度

繰越

携行機材

専

門

家

派

遣

H12年度

(00)
平成13年度 (01) 平成14年度 (02)

長　　　期

短　　期



日本側／相手国側投入実績一覧表 2003年8月現在

（2）  研修員受入、現地活動費、相手国投入実績、その他

予算年

　細目 月 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

Hebert Ely Vásquezカキ養殖 Ana Marlene 貝類養殖
（01.07.23-01.08.16） (02.07.13  -02.08.12 ) 予定無し

　C　/　P Federico Asencio 貝類養殖
　日本研修 Juan Gaviota貝類養殖 (02.07.13  -02.08.12 )

（01.10.20-01.11.18） Manuel Hernández貝類養殖
＜チリ第3国研修＞ (02.10.21-20.11.15:チリ第3国研修）

一般現地業務費 一般現地業務費 5,836千円 一般現地業務費 8,112千円($63,713.
37
) 一般現地活動費 8,520千円

現地活動費(追加-1)180千円($1,511.
34
) 現地適応化 3,111千円(テキスト、ビデオ作成）

現地活動費(追加-2)399千円($3,237.
34
)

　現地活動費 1,500千円 安全対策費 2,655千円現地適応化 2,683千円安全対策費180千円($1,491.
92
)

臨時現地業務費 1,965千円 臨時現地業務費 1,745千円(発電機設置、カキ種苗）

現地活動費合計 13,139千円 10,616千円 11,631千円

＊ カキ養殖 3 C/P

　相手国側 ＊ 赤貝養殖 3 C/P ＜1名退職のため2名に減＞

　投入実績 △ ＊ 漁民組織調査 1C/P（temporary） <7/13：1名追加任命：Temporaly 実働無し>

　　（運営費は1月～12月 市場流通調査(temporary)

　　　　　　　の会計年度） 運転手1名

 

　調査団 運営指導（計画打合せ）調査団 運営指導（中間評価）調査団 終了時評価調査団

(01.11.12-01.11.27) （02.09.01-02.09.12） （03.08.17-03.09.06）

　国内委員会等

（注１） C/P日本研修の欄には、氏名、研修科目、受入期間（日付入バーチャート）を記入

（注２） 現地活動経費欄には、現地業務費及び実施計画諸費の年度毎の合計支出額を、各々上段、下段に記入。

（注３） 相手国側投入実績欄には、C/Pを含む部門毎の職員配置人数、支出予想額、主要な調達機材などを記入。

（注４） 調査団の欄には調査団名、人数、派遣期間（日付入バーチャート）を記入。

（注５） 国内委員会等の欄には本部で記入。

平成15年度 (03)平成13年度 (01) 平成14年度 (02)
H12年
度

CENDEPESCA全体予算額：＄1,377,533-

(GOES)

CENDEPESCA全体予算額：

                     ＄967,025-（GOES)

                      $259,152- (FAES)

          Total：$1,226,177-

CENDEPESCA全体予算額：

                     $891,735- (GOES)

                     $206,065- (FASES)

            Total：$1,097,800-
GOES：一般会計予算

FAES：特別活動費

02年末に移動
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 農牧省組織図 （2003 年） 

DESPACHO 
MINISTERIAL 
大臣室 

OFICINA DE 
ASESORIA 
JURIDICA 
法務室 

OFICINA DE 
POLITICA Y 

ESTRATEGIAS 
政策戦略室 

OFICINA DE 
AUDETORIA 

INTERNA 
内部監査室 

OFICINA DE 
PLANIFICACION 
AGROPECUARIA 
農牧企画室 

OFICINA DE 
GENERAL DE 

ADMINISTRACION 
総務総局 

OFICINA DE 
FINANCIERA 

INSTITUCIONAL 
組織財務局 

OFICINA DE 
COODINADORA 
DE PROYECTO 
プロジェクト調整局 

OFICINA DE 
COMUNICACIONES 

 

広報局 

OFICINA DE 
ADQUISICIONES Y 
CONTRATACIONES 
取得契約局 

DIRECCION 
GENERAL DE 

SANIDAD 
VEGETAL Y 

ANIMAL 
動植物検疫総局 

DIRECCION 
GENERAL DE 

ORDENAMIENTO 
FORESTAL. 

CUENCAS Y RIEGO 
林業潅漑整備総局 

DIRECCION 
GENERAL DE 
DESARROLLO 
DE LA PESCA Y 

LA ACUICULTURA 
水産開発総局 

DIRECCION 
GENERAL DE 

ECONIMIA 
AGROPECUARIA 

 

農牧経済総局 

INSTITUTO 
SALVADORENO DE 
TRANFORMACION 

AGRARIA 
農地改善局 

BANCO DE 
FOMENTO 

AGROPRCUAROO 
農牧振興銀行 

ESCUERA 
NACIONAL DE 
AGRICULTURA 
国立農業学校 

CENTRO 
NACIONAL DE 

AGROPECUARIA 
Y FORESTAL 
農業技術局 

政策決定機関 

官房機関 

中央集権実施機関 

地方分権実施機関 
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2003 年 1 月 

ORGANIGRAMA DE CENDEPESCA（CENDEPESCA組織図） 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

DIRECCION EQ. CONSULTIVO
CCCNPESCA

CONAPESCA

ASIST. JURIDICA PLAN.ESTRATEGICA

ASIST.EJECUTIVA

ADMON.Y FINANZAS ADMON. PERSONAL CAPACITACION

ACUICULTURA 

COMUNICACIONES

PESQUERIAS ADMON. PESQUERA DESARROLLO SOCIAL

ZONA 1 ZONA 2 ZONA 3 ZONA 4

OPERACIONES 

ACAJUTLA 

GUIJA

COATEPEQU

LA LIBERTAD

HERRADURA

B.SANTIAGO 

ILOPANGO

EL PARAISO

SUCHITOTO

15 SEPTIEM.

P.PARADA

PIRRAYITA

EL TRIUNFO

OLOMEGA

MACULIS

LA UNION 

COBANOS IZALCO ATIOCOYO S.C.PORRILLO

局長アシスタント 

法務 企画・戦略 

総務。財務 人事 広報 教育・訓練 

社会開発 漁業管理漁業 養殖 

支局 
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